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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ＣＯ２を含有するガスからＣＯ２吸着材を用いてＣＯ２を分離除去するためのＣＯ２濃
度低減装置であって、
　前記ＣＯ２吸着材を充填した吸着材容器と、
　前記ＣＯ２吸着材を誘導加熱により加熱する加熱ユニットと、を含み、
　前記ＣＯ２吸着材によるＣＯ２の吸着及び脱着は、流動床式で行うことができる構成で
あり、
　前記ＣＯ２吸着材は、前記誘導加熱により発熱する磁性体と混合した状態で前記吸着材
容器に充填され、
　前記ＣＯ２吸着材の輸送に磁力を用いる、流動床式のＣＯ２濃度低減装置。
【請求項２】
　前記ＣＯ２吸着材は、酸化セリウム又はセリウムの複合酸化物を含む、請求項１記載の
ＣＯ２濃度低減装置。
【請求項３】
　前記ＣＯ２吸着材は、前記磁性体に付着した状態で前記吸着材容器に充填されている、
請求項１又は２に記載のＣＯ２濃度低減装置。
【請求項４】
　前記磁性体は、柱状、板状、粉状、ハニカム状、網状、線状、らせん状又は環状である
、請求項１～３のいずれか一項に記載のＣＯ２濃度低減装置。
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【請求項５】
　前記磁性体は、鉄、クロム及びコバルトからなる群から選ばれる少なくとも一種類を含
む合金又は化合物である、請求項１～４のいずれか一項に記載のＣＯ２濃度低減装置。
【請求項６】
　前記ＣＯ２吸着材と前記磁性体との間には、これらを付着させるためのバインダーが設
けられている、請求項３記載のＣＯ２濃度低減装置。
【請求項７】
　前記バインダーは、ケイ素化合物又はアルミニウム化合物を含む、請求項６記載のＣＯ

２濃度低減装置。
【請求項８】
　前記加熱ユニットは、前記吸着材容器の外部に設置されている、請求項１～７のいずれ
か一項に記載のＣＯ２濃度低減装置。
【請求項９】
　前記加熱ユニットは、前記吸着材容器の内部の前記ＣＯ２吸着材を局所的に加熱可能で
あり、加熱する位置を変更するために移動可能とした、請求項１～８のいずれか一項に記
載のＣＯ２濃度低減装置。
【請求項１０】
　前記ＣＯ２吸着材の粉末を捕集するためのフィルタを有し、前記フィルタにおける前記
ＣＯ２吸着材の捕集に磁力を用いる、請求項１～９のいずれか一項に記載のＣＯ２濃度低
減装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ＣＯ２濃度低減装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ビルや車輛など、人の密度が高い空間においては、人の呼気により室内のＣＯ２濃度（
二酸化炭素濃度）が上昇しやすい。ＣＯ２濃度が１０００ｐｐｍを超える場合には眠気を
誘発することが知られている。このため、ビルなどではＣＯ２濃度が１０００ｐｐｍを超
過しないよう、外気との換気することでＣＯ２濃度を調整している。外気と素早く換気す
るためには、ブロアなどの送風装置を稼働させる必要があり、このために換気電力を必要
とする。さらに、外から取り込んだ空気は、温度および湿度が調整されておらず、夏季に
は冷房を、冬季には暖房を行う必要がある。このため、室内のＣＯ２濃度上昇は、換気電
力及び冷暖房などの空調による消費電力の増加の主原因となっている。換気による室内の
ＣＯ２減少量は、次の計算式で算出される。
【０００３】
　｛（室内ＣＯ２濃度）－（外気ＣＯ２濃度）｝×（換気量）＝（換気によるＣＯ２減少
量）
　この式の右辺のＣＯ２減少量が人の呼気によるＣＯ２増加量と同等であれば、ＣＯ２濃
度を一定に保つことができる。
【０００４】
　吸着材を用いた室内空気からのＣＯ２除去に着目すると、例えば、特許文献１には、Ｈ

２Ｏ及びＣＯ２吸着材を塗布したローターを利用したＣＯ２除去装置が記載されている。
この装置は、室温でＣＯ２を吸着し、その後、加熱ガスを流通するとともにＣＯ２吸着材
を加熱することによりＣＯ２を脱離する構成を有している。
【０００５】
　特許文献２に記載の二酸化炭素捕捉材は、本発明者らが開発したものであり、細孔容積
分布のピーク細孔径が１．５～１０ｎｍのセリウム酸化物を含有する多孔体を含み、二酸
化炭素を含有するガスから二酸化炭素を捕捉・分離するものである。ここで、当該多孔体
は、Ｓｍ、Ｌａ等を含むことが望ましい。
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【０００６】
　特許文献３には、空気中の水分や臭いなどの有機ガスを吸着する吸着剤で構成されたフ
ィルタの一部を電磁誘導加熱が可能な材料で構成し、フィルタの近くに電磁コイル等の磁
界発生装置を設置し、磁界によりフィルタを自己発熱させ、水分や有機ガスを吸着剤から
脱着する技術が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】国際公開第２０１０／１００７３９号
【特許文献２】特開２０１２－２４６４８号公報
【特許文献３】特開２００５－２７９３９０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　近年では、外気ＣＯ２濃度（２０１３年時点で約４００ｐｐｍ）が増加しているため、
室内とのＣＯ２濃度差が少なくなっている。このため、ＣＯ２濃度を調整するために必要
な換気量も増加している。今後、外気ＣＯ２濃度が更に増加した場合、換気によるＣＯ２

濃度の調整では消費電力が増加すると考えられる。
【０００９】
　換気以外の方法を用いてＣＯ２を選択的に除去できれば、換気量を低減でき、結果とし
て換気電力及び空調電力を低減できる可能性がある。
【００１０】
　特許文献１に記載の装置では、ＣＯ２脱離のために吸着材を加熱する媒体として室内空
気を用いる。この場合、加熱媒体である室内空気を室外に排気する必要がある。排気した
ガスと同量の外気を取り込む必要があるため、結果として吸着材の加熱およびＣＯ２脱離
を行うために換気が必要となる。
【００１１】
　特許文献２に記載の二酸化炭素捕捉材は、優れた吸着特性を有するが、効率的な再生を
するための加熱手段が求められる。
【００１２】
　特許文献３に記載の技術は、電磁誘導加熱を用いる点で有力であるが、脱着の対象が水
分や臭いなどの有機ガスであり、二酸化炭素の脱着に適用するものではない。
【００１３】
　本発明の目的は、室内に蓄積されるＣＯ２を除去する際の換気量を減らし、換気に要す
る電力及び冷暖房の電力を低減することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明のＣＯ２濃度低減装置は、ＣＯ２を含有するガスからＣＯ２吸着材を用いてＣＯ

２を分離除去するための装置であって、ＣＯ２吸着材を充填した吸着材容器と、ＣＯ２吸
着材を誘導加熱又は誘電加熱により加熱する加熱ユニットと、を含む。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、室内に蓄積されるＣＯ２を除去する際の換気量を減らし、換気に要す
る電力及び冷暖房の電力を低減することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明のＣＯ２濃度低減装置を示す模式構成図である。
【図２】実施例１のＣＯ２濃度低減装置と、従来の換気法（比較例１）ＣＯ２とで消費電
力を比較して示すグラフである。
【図３】ＣＯ２吸着材を加熱した空気により加熱するＣＯ２濃度低減装置の例（比較例２
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）を示す模式構成図である。
【図４】実施例１並びに比較例１及び２における必要空気量を比較して示すグラフである
。
【図５】可動式の誘導加熱用磁場発生部を有するＣＯ２濃度低減装置（実施例２）を示す
模式構成図である。
【図６Ａ】実施例２の加熱工程の初期段階の配置と吸着材容器内の温度分布を模式的に示
す図である。
【図６Ｂ】図６Ａの初期段階から進行した状況を模式的に示す図である。
【図６Ｃ】図６Ｂの段階から更に進行した状況を模式的に示す図である。
【図７】線状の磁性体にＣＯ２吸着材を付着させた構成の例を示す模式斜視図である。
【図８】らせん状の磁性体にＣＯ２吸着材を付着させた構成の例を示す模式斜視図である
。
【図９】環状の磁性体にＣＯ２吸着材を付着させた構成の例を示す模式斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　本発明は、ビルや車輛などの換気量を低減することにより換気電力及び空調電力を低減
するための装置に関し、特に省電力で室内ＣＯ２濃度を低減するための装置に関する。
【００１８】
　以下、本発明の実施形態について説明する。なお、本発明の範囲は、下記に挙げる例に
限定されるものではない。
【００１９】
　本発明者は、上記課題を鋭意検討した結果、ＣＯ２を含有するガスから固体のＣＯ２吸
着材を用いてＣＯ２を分離除去するための装置であって、該ＣＯ２吸着材が酸化セリウム
もしくはセリウムの複合酸化物を含み、ＣＯ２吸着材を加熱する装置が誘導加熱もしくは
誘電加熱を用いた装置を有することを特徴とするＣＯ２濃度低減装置を利用することによ
り、ＣＯ２濃度低減に要する消費電力を低減できることを見出した。ここで、セリウムの
複合酸化物とは、酸化セリウムに第二成分としてＮａ、Ｍｇ、Ｙ、Ｌａ、Ｓｍ等を添加し
た材料をいい、特許文献２に記載されているように優れた吸着特性を有するものである。
【００２０】
　本装置では、加熱媒体が交流磁場（交番磁界）もしくは交流電場（交番電界）であるた
め、ＣＯ２を加熱脱離させる際の加熱ガス流通が不要もしくは低流量で可能である。その
結果、ＣＯ２吸着材にガスを流通させるための圧力損失、加熱媒体であるガスそのものの
熱容量、及びガスの排気に伴う換気電力を低減できる。
【００２１】
　また、ＣＯ２吸着材として酸化セリウムもしくはセリウムの複合酸化物を用いることで
水分存在下においてもＣＯ２を吸着可能である。本特性は、人の呼気や大気など水分を含
むガスからＣＯ２を除去する用途に適している。本装置の運転例としては、たとえばＣＯ

２を含有するガスを前記ＣＯ２吸着材に流通させてＣＯ２を吸着除去し、ＣＯ２を除去し
たガスを室内に戻し、ＣＯ２吸着後はＣＯ２吸着材を誘導加熱などにより加熱することに
より、ＣＯ２を脱離させ、ＣＯ２吸着材を再生する方法が挙げられる。
【００２２】
　誘導加熱又は誘電加熱を用いる利点の一つは、伝熱速度に律速されないことである。外
部からヒーターなどの加熱装置により吸着材を加熱する場合、伝熱により吸着材全体を加
熱しなければならない。伝熱速度は、温度勾配に比例する。特に吸着材容量が大きい場合
には、温度勾配が緩やかになり、伝熱速度が遅くなり、しかも必要な熱量が増加するため
、加熱速度が遅くなる。誘導加熱及び誘電加熱は、温度勾配に依存しないため、吸着材容
量を大きくした場合にも対応しやすい。
【００２３】
　ＣＯ２吸着材の加熱は、誘導加熱及び誘電加熱のうちいずれを用いてもよい。誘導加熱
によりＣＯ２吸着材を加熱する構成としては、加熱装置として交流磁場を発生させる装置
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、例えばコイル状に巻いた導線に交流電流を流通させる方法が挙げられる。誘導加熱によ
り発熱するためには磁場中で渦電流が発生すればよく、使用する発熱体材料（以降、「誘
導発熱体」という。）としては、金属などの導体が挙げられる。また、磁性体を用いた場
合には、交流磁場によるヒステリシス加熱が発生するため、加熱効率をさらに高めること
ができる。磁性体としては、例えば鉄、クロム、コバルトやその合金及び化合物などが挙
げられる。
【００２４】
　誘導発熱体の形状としてはどのような形状でもよいが、柱状、板状、粉状、ハニカム状
、網状など様々な形状が挙げられる。
【００２５】
　柱状の場合、例えば吸着材容器中に柱状の誘導発熱体を設置し、その後、粒状のＣＯ２

吸着材を充填して設置する構成が考えられる。本構成では、誘導発熱体は、容器と接触す
る必要がなく、例えば一般的な伝熱管を容器内部に付設する場合のように、伝熱管内に流
体を導入するために容器外に貫通させる必要はない。
【００２６】
　粉状の誘導発熱体を用いる場合には、粉状のＣＯ２吸着材と粉状の誘導発熱体とをあら
かじめ混合させておき、その後、粒状に成型して利用する方法が考えられる。本方法では
、成形した粒自体が発熱体となることから、空間的に均一な加熱を行いやすい。その他に
、ＣＯ２吸着材と誘導発熱体の混合粉末をハニカムなどに担持する方法、ハニカム状に成
型したＣＯ２吸着材に粉状の誘導発熱体を担持する方法、粉状のＣＯ２吸着材をハニカム
状の誘導発熱体に担持する方法が考えられる。
【００２７】
　誘導発熱体とＣＯ２吸着材の混合及び接触を促進するために、バインダーを利用しても
よい。バインダーには有機及び無機のどちらを用いてもよいが、ＣＯ２脱離のためにＣＯ

２吸着材を加熱することから無機のバインダーの方が好ましく、例としてはベーマイト、
アルミナゾル、シリカゾルなどのケイ素化合物又はアルミニウム化合物が挙げられる。
【００２８】
　ＣＯ２吸着材の加熱に誘電加熱を用いる場合には、ＣＯ２吸着材そのものを誘電体とし
て利用してもよい。吸着ガスが水分を含有する場合には、ＣＯ２吸着材に吸着した水分や
凝縮した水分が誘電体として作用し、エネルギーは水分の加熱に利用されやすくなる。従
って、水分量が多い場合に加熱速度が上昇し、ＣＯ２吸着材温度の空間分布の偏りが生じ
る。水が脱離もしくは気化した後のＣＯ２吸着材は、加熱速度が低下するため、これを利
用すれば、当該条件での水の脱離温度もしくは気化温度までＣＯ２吸着材を加熱するため
の手法として利用できる。
【００２９】
　誘導加熱又は誘電加熱のための加熱装置は、吸着材容器内部に設置してもよいし、容器
外に設置してもよい。誘導加熱のための加熱装置を容器外部に設置する構成としては、例
えば吸着材容器を非磁性体又は非金属で形成し、容器内部にＣＯ２吸着材及び誘導発熱体
を充填する方法が考えられる。交流磁場を発生させる装置としては、コイル状の導線に交
流電流を流せばよく、導線は吸着材容器の外部に設置する方法が考えられる。本構成では
、吸着材容器内部の構成が簡潔であり、ＣＯ２吸着材及び誘導発熱体の充填が簡便になる
という特徴がある。その他の構成として、例えば容器そのものを磁性体など誘導発熱体と
し、吸着材容器そのものを加熱してＣＯ２吸着材に伝熱してもよい。
【００３０】
　誘導加熱又は誘電加熱のための加熱装置の一部または全部が可動であってもよい。誘導
加熱のための加熱装置が可動である構成としては、例えば吸着材容器を非磁性体又は非金
属で形成し、容器内部にＣＯ２吸着材及び誘導発熱体を充填し、可動なコイル状の導線を
吸着材容器の外部に設置して該導線に交流電流を流す構成が考えられる。本構成を用いた
場合には、コイルの位置を変化させることにより、吸着材容器内の任意の場所を加熱する
ことができる。なお、本構成により、例えば誘導発熱体が局所的に加熱され、高温になる
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ことで材料が焼結し、劣化することが予測される場合、高温となる前にコイルの位置を変
化させることにより、吸着材の加熱位置を変更することができ、劣化を抑制することがで
きる。
【００３１】
　ＣＯ２吸着材を加熱する工程において、該ＣＯ２吸着材にガスを流通させてもよい。流
通ガスはどの様なガスでもよいが、取り扱いの容易さから特に室内の空気、外気、水蒸気
及びこれらガスの混合ガスが挙げられる。本構成としては、例えば吸着材容器を非磁性体
又は非金属で形成し、容器内部にＣＯ２吸着材及び誘導発熱体を充填し、可動なコイル状
の導線を吸着材容器の外部に設置し、さらにＣＯ２吸着材に室内空気を流通させるための
送風機を設置することが挙げられる。
【００３２】
　本構成を用いたＣＯ２除去装置の使用方法としては、次のようなものが考えられる。
【００３３】
　室内空気の流通によりＣＯ２を吸着させた後、ＣＯ２吸着材の一部（吸着材Ａ部とする
。）を誘導加熱により所定の温度（温度Ｔとする。）まで加熱してＣＯ２を脱離させる。
次に、室内空気を流通させることで、吸着材Ａ部の有する顕熱を、加熱されていないＣＯ

２吸着材の一部（吸着材Ｂ部とする。）に輸送する。この熱輸送によって吸着材Ｂ部は加
熱される。その後、可動なコイル状の導線を吸着材Ｂ部付近まで移動させた後、誘導加熱
により吸着材Ｂ部を加熱する。吸着材Ｂ部は吸着材Ａ部からの熱輸送により、温度Ｔまで
加熱するための必要熱量が低減している。さらに、吸着材Ａ部は該熱輸送により冷却され
ているため、ＣＯ２を再度吸着させるためにＣＯ２吸着材を冷却するための時間及び必要
な空気量が低減できる。
【００３４】
　ＣＯ２吸着分離の方法としては、吸着材を固定して使用する固定床方式と、吸着材を循
環させて使用する流動床などの方式が挙げられ、いずれの方法を用いてもよい。
【００３５】
　流動床式のＣＯ２濃度低減装置を用いる場合、ＣＯ２吸着材の輸送に空気等のガスを用
いてもよいし、該ＣＯ２吸着材と磁性体の混合材を用い、磁力によって該混合材を輸送し
てもよい。
【００３６】
　また、一般に、固体材料を流動させた際には、材同士の衝突によって材の粉化、及び粉
化に伴う材の飛散が懸念される。このような装置では、材が大気へ飛散しないようフィル
タなどで集塵を行う。本課題に対して、該ＣＯ２吸着材と磁性体の混合材を用い、かつ、
フィルタに磁力を印加することにより、吸着材粉末の捕集能力を高め、材の大気への飛散
を抑制することができると考えられる。
【００３７】
　以下、本発明の実施例を詳細に説明する。
【実施例１】
【００３８】
　図１は、ＣＯ２吸着材を用いた固定床方式により、室内空気のＣＯ２濃度を低減するた
めの構成例を示したものである。
【００３９】
　本図に示すＣＯ２濃度低減装置は、吸着材容器１０１、流量制御弁２０１～２０３、コ
イル状の導線を有する誘導加熱用磁場発生部３０１、セリウム酸化物からなるＣＯ２吸着
材と磁性体との混合粒子４０１、及び送風機５０１から構成されている。吸着材容器１０
１は、セラミックもしくは有機物などの非磁性体又は非金属の材料を用いることが好まし
い。
【００４０】
　本装置の運転方法は、吸着、加熱及び冷却の工程を繰り返すものとする。吸着時のＣＯ

２吸着材温度は３０℃、脱離時のＣＯ２吸着材温度は２００℃と設定した。
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【００４１】
　まず、流量制御弁２０１及び２０２を開とし、流量制御弁２０３を閉とする。送風機５
０１を用いて吸着材容器１０１内に室内空気を導入してＣＯ２を吸着除去し、ＣＯ２を除
去したガスを室内に戻す。
【００４２】
　ＣＯ２が充分に吸着された後、ＣＯ２を脱離して大気へ放出する際には、流量制御弁２
０１及び２０２を閉とし、流量制御弁２０３を開とし、誘導加熱用磁場発生部３０１によ
り混合粒子４０１を加熱してＣＯ２を脱離し、大気へと放出する。その後、冷却時には、
流量制御弁２０１及び２０２を開とし、流量制御弁２０３を閉とし、送風機５０１を用い
て吸着材容器１０１内に室内空気を導入し、混合粒子４０１を冷却する。
【００４３】
　（消費電力の試算）
　ＣＯ２吸着材を用いて選択的にＣＯ２を除去する場合の消費電力を次の方法で試算した
。消費電力は、次の計算式により算出した。
【００４４】
　（消費電力）＝（必要熱量）／（電力から熱への変換効率）
　必要熱量は、ＣＯ２吸着材の加熱と及びＣＯ２脱離熱の和として算出した。試算に用い
た物性値を表１に示す。
【００４５】
　本表の物性値から導出したＣＯ２濃度を低減するためのエネルギーは、８．１ｋＪ／ｇ
－ＣＯ２である。
【００４６】
【表１】

【００４７】
　（比較例１）
　換気によってＣＯ２濃度を調整する場合に必要な電力、特に冷房に要する消費電力は、
次の方法で試算した。
【００４８】
　まず、外気及び室内空気のエンタルピー差を算出し、その差を性能係数で割ったものを
消費電力と見なした。なお、空気のエンタルピーは、空気温度２５℃を基準とし、水及び
水蒸気については２５℃の凝縮した水を基準に算出した。ＣＯ２濃度による空気比熱及び
密度の変化は微小として無視した。外気は３０℃、相対密度７０％、ＣＯ２濃度４００ｐ
ｐｍ、室内空気は２８℃、相対湿度５０％、ＣＯ２濃度１０００ｐｐｍと見なした。
【００４９】
　各状態のガスに対し、ドライでの空気１ｋｇに対するＣＯ２量及びエンタルピーを表２
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に示す。
【００５０】
　外気と室内空気とのエンタルピー差は１９．１ｋＪ、ＣＯ２含有量差は０．９１ｇであ
った。本冷房の成績係数を２．０と仮定し、換気によってＣＯ２濃度を低減するための電
力を次の式により算出した。
【００５１】
　（消費電力）＝（エンタルピー差）／｛（ＣＯ２含有量差）×（成績係数）｝
　この式から、ＣＯ２濃度を低減するための電力は、１０．５ｋＪ／ｇ－ＣＯ２と試算さ
れた。
【００５２】
【表２】

【００５３】
　図２に吸着材法と従来の換気によるＣＯ２濃度低減のための電力を示す。
【００５４】
　本図から、比較例１と比べ、実施例１における吸着材法はＣＯ２低減電力が少なく済み
、省電力であることがわかる。
【００５５】
　（比較例２）
　図３は、ＣＯ２吸着材を用いた固定床方式により、室内空気のＣＯ２濃度を低減するた
めの構成例を示したものである。
【００５６】
　本図において、ＣＯ２濃度低減装置は、吸着材容器１０１、流量制御弁２０１～２０３
、セリウム酸化物からなるＣＯ２吸着材４１１、送風機５０１、及び気体を加熱するため
のヒーター６０１から構成されている。
【００５７】
　本装置の運転方法は、図１の誘導加熱用磁場発生部３０１の代わりに、気体を加熱する
ためのヒーター６０１を用いている。これ以外は、実施例１と同様である。
【００５８】
　（必要換気量の試算）
　比較例２において、加熱に必要な空気量は、次の方法で試算した。吸着材加熱に必要な
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熱量は実施例１と同等とし、熱は吸着材に流通する加熱空気の入口－出口のエンタルピー
差より得られるとした。本法により必要な空気量は６０．９ｇ－Ａｉｒ／ｇ－ＣＯ２と算
出された。
【００５９】
　表３は、比較例２における試算に用いた条件を示したものである。
【００６０】
【表３】

【００６１】
　図４は、比較例１、２及び実施例１における必要換気量を比較して示すグラフである。
【００６２】
　換気のみでＣＯ２濃度低減を行う比較例１と比べ、吸着材を用いる比較例２では大幅に
必要空気量が低減されている。さらに、誘導加熱を用いる実施例１では、理論上は加熱時
の送風は不要であり、換気量を更に低減できることがわかる。
【実施例２】
【００６３】
　ＣＯ２吸着材を用いた固定床方式により室内空気のＣＯ２濃度を低減するためのＣＯ２

濃度低減装置において、誘導加熱用磁場発生部を可動とした構成を図５に示す。
【００６４】
　本図に示すＣＯ２濃度低減装置は、吸着材容器１０１、流量制御弁２０１～２０３、コ
イル状の導線を有する可動な誘導加熱用磁場発生部３１１、セリウム酸化物からなるＣＯ

２吸着材と磁性体との混合粒子４０１、及び送風機５０１から構成されている。吸着材容
器１０１は、セラミックもしくは有機物などの非磁性体又は非金属の材料を用いることが
好ましい。誘導加熱用磁場発生部３１１は、移動可能であり、吸着材容器１０１の内部の
磁性体を局所的に加熱することができるようになっている。
【００６５】
　本装置の運転方法は、吸着、加熱及び冷却の工程を繰り返すものとする。
【００６６】
　図６Ａ～６Ｃは、加熱工程の状態を３段階に分けて示したものである。吸着時のＣＯ２

吸着材温度は３０℃、脱離時のＣＯ２吸着材温度は２００℃と設定した。
【００６７】
　図６Ａは、実施例２の加熱工程の初期段階の配置と吸着材容器内の温度分布を模式的に
示す図である。図６Ｂは、図６Ａの初期段階から進行した状況を模式的に示す図である。
図６Ｃは、図６Ｂの段階から更に進行した状況を模式的に示す図である。これらの図には
、吸着材容器と、誘導加熱用磁場発生部を模式的に表したコイルと、吸着材容器内の温度
を示すグラフと、を並べて示してある。
【００６８】
　前段階として吸着工程においては、図５に示す流量制御弁２０１及び２０２を開とし、
流量制御弁２０３を閉とする。送風機５０１を用いて吸着材容器１０１内に室内空気を導
入してＣＯ２を吸着除去し、ＣＯ２を除去したガスを室内に戻す。
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【００６９】
　ＣＯ２が充分に吸着された後、ＣＯ２を脱離して大気へ放出する際には流量制御弁２０
２を閉とし、流量制御弁２０１及び２０３を開とし、誘導加熱用磁場発生部３１１により
混合粒子４０１を送風機５０１に近い側（入口側）から加熱する。当該箇所の温度を２０
０℃まで上昇させ、ＣＯ２を脱離させる。本工程を加熱工程－１とする（図６Ａ）。
【００７０】
　その後、送風機５０１により室内空気をＣＯ２吸着材容器に流通させる。該空気の流通
により送風機側の加熱された吸着材の熱は出口側へと輸送され、入口側のＣＯ２吸着材は
冷却され、出口側のＣＯ２吸着材は加熱される。本工程を加熱工程－２とする（図６Ｂ）
。
【００７１】
　この熱輸送のみでは、ＣＯ２吸着材は２００℃まで加熱されないため、可動な誘導加熱
装置を出口側に移動し、交流磁場を印加することにより、２００℃に達するために必要な
熱量を発生させる。ＣＯ２吸着材は、空気流通による熱輸送のために予め加熱されている
ため、ＣＯ２吸着材の加熱に要する消費電力を実施例１よりも更に低減できる。加熱中の
室内空気の送風、及び加熱に応じた誘導加熱用磁場発生部の移動を連続的に行うことで、
ＣＯ２吸着材の加熱された部分は徐々に出口側に移動し、結果としてＣＯ２が脱離する。
本工程を加熱工程－３とする（図６Ｃ）。
【００７２】
　本方法では、ＣＯ２脱離の際にＣＯ２吸着材を入口側から冷却しているため、ＣＯ２脱
離後の冷却工程を短縮もしくは省略できる。冷却工程を行う場合には、流量制御弁２０１
及び２０２を開とし、流量制御弁２０３を閉として、送風機５０１を用いて吸着材容器１
０１内に室内空気を導入して混合粒子４０１を冷却すればよい。
【００７３】
　以下、ＣＯ２吸着材と磁性体との混合粒子（複合材料）の形状の具体的な例として、磁
性体にＣＯ２吸着材の粒子を付設した例について説明する。
【００７４】
　図７は、線状の磁性体にＣＯ２吸着材を付着させた構成の例を示す模式斜視図である。
【００７５】
　本図においては、真っ直ぐな線状（棒状）の磁性体７０１の表面にＣＯ２吸着材粒子７
０２を付着させている。
【００７６】
　図８は、らせん状の磁性体にＣＯ２吸着材を付着させた構成の例を示す模式斜視図であ
る。
【００７７】
　本図においては、らせん状（ばね形状）の磁性体８０１の表面にＣＯ２吸着材粒子７０
２を付着させている。このような形状とし、磁界がらせん形の中心軸に平行に生じるよう
に混合粒子を配置することにより、磁性体８０１が金属等で形成され電気伝導性を有する
場合、磁性体８０１で形成されたらせん曲線に電流が発生し、発熱しやすくなる。
【００７８】
　図９は、環状の磁性体にＣＯ２吸着材を付着させた構成の例を示す模式斜視図である。
【００７９】
　本図においては、環状の磁性体９０１の表面にＣＯ２吸着材粒子７０２を付着させてい
る。このような形状とし、磁界が環の中心軸に平行に生じるように混合粒子を配置するこ
とにより、磁性体９０１が金属等で形成され電気伝導性を有する場合、磁性体９０１で形
成された環に電流が発生し、発熱しやすくなる。
【００８０】
　なお、複合材料の寸法は、特に限定されるものではなく、誘導加熱又は誘電加熱により
発熱する発熱体として効率的なものであればよい。
【００８１】
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　以上のように、発熱体となる磁性体にＣＯ２吸着材の粒子を付設することにより、ＣＯ

２吸着材の粒子に熱が伝わりやすくなり、入力するエネルギーに対するＣＯ２吸着材に吸
着しているＣＯ２の脱着効率が高くすることができる。
【００８２】
　なお、図１、５及び６Ａ～６Ｃにおいては、誘導加熱用磁場発生部３０１、３１１のコ
イルが吸着材容器１０１の側面部に配置されている例を示しているが、誘導加熱用磁場発
生部の位置は、これに限定されるものではなく、吸着材容器１０１の内部の磁性体等の位
置に交番磁界を効率的に発生させる構成が望ましい。よって、コイルの中心軸が吸着材容
器１０１と重なるように、或いは、コイルの中心軸が吸着材容器１０１の中心軸と一致す
るように配置してもよい。
【００８３】
　また、交番電界による誘電加熱の場合、図示していないが、吸着材容器１０１を挟み込
むように電極対を配置し、電界が吸着材容器１０１の内部の誘電体を貫くようにすること
が望ましい。
【符号の説明】
【００８４】
　１０１：吸着材容器、２０１、２０２、２０３：流量制御弁、３０１、３１１：誘導加
熱用磁場発生部、４０１：ＣＯ２吸着材と磁性体との混合粒子、４１１：ＣＯ２吸着材、
５０１：送風機、６０１：ヒーター。

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６Ａ】



(13) JP 6399208 B2 2018.10.3

【図６Ｂ】 【図６Ｃ】

【図７】 【図８】
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